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就学事務
生活保護事務
戸籍情報事務
戸籍附票事務
国民年金事務

選挙人名簿管理事務
児童扶養手当事務
障害者福祉事務
児童手当事務
印鑑登録事務
健康管理事務

後期高齢者支援事務
子ども・子育て支援事務

住民記録事務
介護保険事務

国民健康保険事務
税務

基幹業務のアウトソーシング活用状況
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事務がある

事務の共通化・共同化に対する今後の意向
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窓口関係業務のアウトソーシング例 共同調達の対象物品案 事務の共通化・共同化の対象案

豊能・三島
地域

・市役所の証明発行窓口において、固定資産評価証明書、公課証明
書、価格通知書の申請受付、内容確認、交付処理を委託
・総合窓口及び福祉窓口と受付した申請書データのシステム入力、更
新もまとめて委託
・給付金給付業務委託（窓口業務・コールセンター業務・事務セン
ター業務）
・マイナンバーカードの交付関連事務、各種証明書の交付及び住民異
動に関することなどの窓口業務を委託
・複数業務の窓口をまとめて委託

・災害備蓄用アルファ化米

・戦没者の遺族に対する特別弔慰金支給関係
事務
・文化財関係事務
・公平委員会
・各種統計調査
・法律相談及び行政相談
・給与支払事務

北河内
地域 - -

・業者登録事務
・職員の福利厚生事務
・弁護士相談等の市民相談事務
・情報セキュリティ対策研修
・パスポート事務
・図書館の利用貸出業務
・年末調整業務

泉北・泉南
地域

・コールセンター業務、窓口案内及び受付業務、交付前準備等バック
ヤード業務
・戸籍・戸籍附票・住基・印鑑情報に関する各届出受付・入力・証明
書発行受付・作成・交付部分

・LED
・文具等の事務用品
・国民健康保険制度説明しおり
・コピー用紙・再生紙
・インクカートリッジ
・消耗品全般

・退職手当関係事務
・道路占用許可事務
・DV相談
・マイナバーカード交付業務
・住民対応窓口業務
・税務
・災害共済給付に係る手続事務
・就労相談業務
・消費生活相談 等

中・南河内
地域

・マイナンバーカード交付等に関する事務（コールセンター・フロア
案内・交付予約システムの運用管理・交付準備・交付更新窓口業務）
・住民異動届の受付・入力、証明の交付申請受付・作成・交付／印鑑
登録・廃止の申請受付、印鑑登録証明書の交付申請受付・作成・交付
／戸籍届の受付／戸籍附票の入力、附票の写し等の交付申請受付・作
成・交付 等に関する部分を委託

・学校給食の食材
・コピー用紙等の消耗品

・マイナバーカード交付・更新業務
・税の賦課徴収業務
・専門的な知識を要する相談業務
・戸籍・住基・マイナンバー関連の各業務に
精通した人材による「市町村からの問い合わ
せ窓口」の設置
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検討したい

標準化対応を機に

実施したい

標準化システムの共同調達について
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事務の共同処理について

（全４２団体中）

14



7

35

0 5 10 15 20 25 30 35 40

実施していない

実施している

住民と一緒に将来のあり方を

議論する機会を設けているか
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事例なし

事例あり

ＰＦＩ等民間連携手法による

公共施設整備・運営の事例（予定含む）がある団体数
（全４２団体中）

※共通的・一般的な公共施設に限る
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